
一 般 会 計 （第4次）

＊各表の数値及び構成比は、原則として表示単位未満を

   四捨五入しているため、合計欄の数値が一致しない場

   合があります。

令和7年度（2025年度）

補正予算(案)概要

令和7年12月

政策経営部 財政課
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Ⅰ　補正予算の内容

補正額計 520  百万円

１  一般会計 520  百万円

（1）区民生活関連 343  百万円

（2）保健福祉関連 136  百万円

（3）教育関連 41  百万円

　物価高騰対策（せたがやPayのポイント還元事業、高齢者・障害者・子ども子育て関連施設等への事業者支

援）や、民間空襲等被害者への見舞金支給など、速やかに対応すべき施策について、以下のとおり補正する。
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Ⅱ　各会計予算規模

（単位：百万円）

当初

予算額

１次

補正額

２次

補正額

３次

補正額

今回

補正額

補正後

予算額

399,617 2,921 241 3,035 520 406,334

82,251 - - 393 - 82,644

26,637 - - 1,124 - 27,761

74,417 - - 2,224 - 76,641

3,947 - - 0 - 3,947

合           計 586,868 2,921 241 6,776 520 597,326

各会計

一 般 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 会 計

介 護 保 険 事 業 会 計

学 校 給 食 費 会 計
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Ⅲ　一般会計歳入・歳出款別一覧

  1　歳   入 （単位：百万円）

当初

予算額

１次

補正額

２次

補正額

３次

補正額

今回

補正額

補正後

予算額

０１ 特別区税 144,514 0 0 0 0 144,514

０２ 地方譲与税 1,367 0 0 0 0 1,367

０３ 利子割交付金 1,645 0 0 0 0 1,645

０４ 配当割交付金 4,045 0 0 0 0 4,045

０５ 株式等譲渡所得割交付金 4,921 0 0 0 0 4,921

０６ 地方消費税交付金 23,946 0 0 0 0 23,946

０８ 地方特例交付金 343 0 0 0 0 343

０９ 特別区交付金 72,505 0 0 0 0 72,505

１０ 交通安全対策特別交付金 80 0 0 0 0 80

１１ 分担金及負担金 2,419 △ 1,327 0 0 0 1,092

１２ 使用料及手数料 6,912 △ 2 0 0 0 6,910

１３ 国庫支出金 68,326 0 0 199 0 68,525

１４ 都支出金 38,898 3,238 130 1,285 107 43,657

１５ 財産収入 2,187 0 0 0 0 2,187

１６ 寄附金 700 0 0 0 0 700

１７ 繰入金 11,990 1,008 111 465 0 13,574

１８ 繰越金 0 0 0 1,086 410 1,495

１９ 諸収入 10,855 4 0 0 3 10,863

２０ 特別区債 3,420 0 0 0 0 3,420

２１ 環境性能割交付金 545 0 0 0 0 545

399,617 2,921 241 3,035 520 406,334

  2　歳   出 （単位：百万円）

当初

予算額

１次

補正額

２次

補正額

３次

補正額

今回

補正額

補正後

予算額

０１ 議会費 784 0 0 0 0 784

０２ 総務費 42,154 691 0 558 95 43,498

０３ 民生費 181,576 1,376 0 1,380 63 184,394

０４ 環境費 13,039 0 0 0 0 13,039

０５ 衛生費 10,109 842 0 343 64 11,358

０６ 産業経済費 2,462 0 241 0 257 2,960

０７ 土木費 35,547 0 0 12 0 35,559

０８ 教育費 39,855 12 0 742 41 40,650

０９ 職員費 64,917 0 0 0 0 64,917

１０ 公債費 8,530 0 0 0 0 8,530

１１ 諸支出金 144 0 0 0 0 144

１２ 予備費 500 0 0 0 0 500

399,617 2,921 241 3,035 520 406,334

歳入補正額の主な項目

款

款

歳   出   合   計

歳   入   合   計

令和６年度実質収支（A） 12,980,743

３次補正までの計上額（B） 1,085,734

４次補正計上額（C) 409,653

差引額（A）-（B）-（C）11,485,356

令和６年度からの繰越財源（単位：千円）

１４　都支出金

○都補助金

・新型コロナワクチン定期接種補助事業

　　　　　　　           　　6,080万円

・保育所等物価高騰緊急対策事業

　　　　　　　　　　　　　　4,268万円

・子供家庭支援区市町村包括補助

　事業　　　　　　　　　　　378万円

１８　繰越金

○一般の使途充当繰越金

　　　 　 　　　    　  　4億965万円

詳細は、「Ⅵ 歳出事業概要」（P．８

～）を参照

１９　諸収入

○受託事業収入

・感染症予防費　　　　　　　304万円
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Ⅳ　一般会計歳入（財源別）・歳出（性質別）一覧

  1　歳   入 （単位：百万円）

当初

予算額

１次

補正額

２次

補正額

３次

補正額

今回

補正額

補正後

予算額
構成比

特別区税 144,514 0 0 0 0 144,514 35.6%

特別区交付金 72,505 0 0 0 0 72,505 17.8%

譲与税・その他交付金 36,892 0 0 0 0 36,892 9.1%

繰入金

（財政調整基金、減債基金）
1,095 1,008 111 0 0 2,214 0.5%

その他 1,763 0 0 1,086 410 3,258 0.8%

256,768 1,008 111 1,086 410 259,383 63.8%

国庫支出金 68,326 0 0 199 0 68,525 16.9%

都支出金 38,898 3,238 130 1,285 107 43,657 10.7%

特別区債 3,420 0 0 0 0 3,420 0.8%

繰入金

（特定目的積立基金等）
10,895 0 0 465 0 11,360 2.8%

その他 21,310 △ 1,324 0 0 3 19,989 4.9%

142,849 1,913 130 1,949 110 146,951 36.2%

歳  入  合　計 399,617 2,921 241 3,035 520 406,334 100.0%

（単位：百万円）

当初

予算額

１次

補正額

２次

補正額

３次

補正額

今回

補正額

補正後

予算額
構成比

議員等報酬 617 0 0 0 0 617 0.2%

職員給料・手当・報酬等

職員・議員共済費等
63,432 0 0 0 0 63,432 15.6%

退職手当 1,747 0 0 0 0 1,747 0.4%

65,796 0 0 0 0 65,796 16.2%

17,202 0 0 0 0 17,202 4.2%

扶助費 120,552 369 0 0 41 120,963 29.8%

公債費 8,530 0 0 0 0 8,530 2.1%

他会計繰出金 32,318 0 0 △ 263 0 32,054 7.9%

その他行政運営費 125,427 2,297 241 2,063 352 130,379 32.1%

286,827 2,666 241 1,800 393 291,926 71.8%

普通建設事業費 46,054 255 0 1,235 127 47,672 11.7%

うち普通建設

(用地買収を除く）
38,229 255 0 1,235 127 39,847 9.8%

うち用地買収 7,825 0 0 0 0 7,825 1.9%

積立金 939 0 0 0 0 939 0.2%

46,993 255 0 1,235 127 48,611 12.0%

歳  出  合  計 399,617 2,921 241 3,035 520 406,334 100.0%

一

般

財

源

特

定

財

源

一般財源 計

特定財源 計

人件費 計

  2　歳   出

うち会計年度任用職員

人

件

費

行政運営費 計

行

政

運

営

費

投

資

的

経

費

投資的経費 計

6 



Ⅴ　一般会計部別一覧

（単位：百万円）

86 0 86

経済産業部 257 0 257

10 0 10

5 0 5

57 46 11

64 64 0

41 0 41

520 110 410

一般財源
部名 補正額

補正額の財源内訳

特定財源

障害福祉部

子ども・若者部

高齢福祉部

生活文化政策部

合   計

世田谷保健所

教育委員会事務局
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（単位：千円）

519,958

内　　　　　　　　　　　容 補正額 特定財源

1．区民生活関連 343,149 0

(1)

文化施設保全

（生活文化政策

部）

キャロットタワー中層棟2階内装改修及び中長期保全改修 85,800 0

(2)
商業振興

（経済産業部）

せたがやPayを活用した物価高騰対策の実施

　＜実施期間＞

　　　令和8年2月1日～3月31日

　　　（追加実施する令和8年3月分を補正）

　＜還元率＞

　　　最大10％還元（月上限10,000ポイント）

257,349 0

2．保健福祉関連 135,609 110,305

(1)

私立幼稚園指導助

成

（子ども・若者部）

9,255 0

(2)
認証保育所事業

（子ども・若者部）
2,608 2,608

(3)

家庭福祉員制度運

営

（子ども・若者部）

14 0

(4)
保育室制度運営

（子ども・若者部）
76 39

(5)

単独施設型一時保

育事業

（子ども・若者部）

39 39

(6)
子育て支援事業

（子ども・若者部）
3,744 3,744

(7)

子育てステーション事

業

（子ども・若者部）

73 24

(8)

認可保育施設等の

一時預かり事業の推

進

（子ども・若者部）

425 425

(9)
子育てつどいの広場

（子ども・若者部）
262 22

(10)

私立幼稚園施設型

給付

（子ども・若者部）

725 0

(11)
私立保育園運営

（子ども・若者部）
36,343 36,343

(12)
認定こども園運営

（子ども・若者部）
2,881 2,362

(13)

特定地域型保育事

業

（子ども・若者部）

875 858

Ⅵ　歳出事業概要

一般会計補正額

事業名

子ども・子育て関連施設への物価高騰対策の実施

　都が実施する物価高騰緊急対策事業の実施期間延長を受け、

　物価高騰の影響に伴う施設や利用者の負担を軽減するため、

　子ども・子育て関連施設に対する支援を継続する。

　　＜対象期間＞

　　　令和7年10月1日～令和7年12月31日

　　＜対象施設＞

　　　①私立保育園、認定こども園、認証保育所、私立幼稚園、

     　　保育室、保育ママ等　計292施設

　　　②一時預かり事業、おでかけひろば　計85施設

　　　③認可外保育施設（保育室、保育ママを除く）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計96施設

　　＜補助額＞

　　　上記①　月初日在籍児童数の合計に対し、

　　　　　　　　 児童一人あたり月額864円

　　　　　　　　（給食等の提供がない施設は396円）

　　　上記②　延べ利用児童数に対し、

　　　　　　　　 児童一人あたり日額35円

　　　　　　　　（給食等の提供がない施設は16円）

　　　上記③　1施設あたり月額13,000円
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内　　　　　　　　　　　容 補正額 特定財源事業名

(14)

介護人材確保・定

着支援事業

（高齢福祉部）

9,926 0

(15)

専門的人材の確保・

養成事業

（障害福祉部）

1,594 0

(16)

民間空襲等被害者

見舞金支給

（障害福祉部）

民間空襲等被害者への見舞金支給

　＜対象者＞

　　昭和16年12月8日から昭和20年9月7日における空襲、艦砲

　　射撃等の戦時災害によって負傷又は罹患したことに起因する障

　　害を現に有する者。

　＜支給額＞

　　1人あたり3万円

2,928 0

(17)

高齢者新型コロナ予

防接種

（世田谷保健所）

高齢者新型コロナウイルスワクチン接種にかかる自己負担額の軽減

　東京都の特別補助事業を活用し、高齢者のワクチン接種費用の

　負担軽減を図る。

　　＜自己負担額＞3,500円→2,500円

63,841 63,841

3．教育関連 41,200 0

(1)

中学校施設改修工

事

（教育委員会事務

局）

緑丘中学校受変電設備改修工事 24,000 0

(2)

区立幼稚園施設改

修

（教育委員会事務

局）

桜丘幼稚園改修工事費等の増 17,200 0

高齢者及び障害者施設等への物価高騰対策の実施

　区内の高齢者及び障害者施設等を支援するため、都補助対象

　外の事業所や施設へ物価高騰対策を実施する。

　　＜対象期間＞

　　　令和7年4月1日～令和7年12月31日

　　＜対象施設等＞

　　　【高齢者施設等】

　　　　地域密着型サービス事業所

　　　　　①通所系施設　　　　　　　　計160施設

　　　　　②入所系施設　　　　　　　  計5施設

　　　　　③居宅系サービス事業所　 計9事業所

　　　【障害者施設等】

　　　　　④通所系施設　　　　　　　　計10施設

　　　　　⑤入所系施設　　　　　　　　計2施設

　　＜給付額＞

　　　上記①　定員1人あたり月額220円

　　　上記②　対象者1人あたり月額3,907円

　　　上記③　1事業所あたり20,000円

　　　上記④　定員1人あたり月額987円

　　　上記⑤　定員1人あたり月額3,646円
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Ⅶ　繰越明許費補正

（単位：千円）

番号 款・項 事業名 金額 繰越理由

1
総務費

区民費
烏山地域支所・出張所改修 97,688 烏山総合支所発電設備設置工事が年度内に終了しないため。

2
総務費

区民費
スポーツ施設改修工事 7,344

尾山台地域体育館トイレ他改修実施設計が年度内に終了しな

いため。

3
民生費

社会福祉費

民間空襲等被害者見舞金

支給
2,700

民間空襲等被害者への見舞金の支給が年度内に終了しないた

め。

合計 107,732 千円
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Ⅷ　債務負担行為補正

１．変更 （単位：千円）

変更前 変更後

令和8年度 令和8年度

201,000 231,071

2．追加 （単位：千円）

番号 事項 期間 限度額 事業説明

1
文化生活情報センター（キャロットタ

ワー中層棟）改修事業
令和8年度 128,700

１　事業の目的

     キャロットタワー中層棟２階の内装改修

     及び中長期保全改修を行う。

２　債務負担の理由

     支払いの期間が長期にわたるため

３　経費区分

　　 本年度予算計上額　  85,800

　　 本年度債務負担額　128,700

2 緑丘中学校受変電設備改修事業 令和8年度 36,000

１　事業の目的

     緑丘中学校受変電設備の改修工事を行

     う。

２　債務負担の理由

     工期が長期にわたり、分割契約が困難な

     ため

３　経費区分

　　 本年度予算計上額　24,000

　　 本年度債務負担額　36,000

番号 事項

期間・限度額

変更の理由

1 桜丘幼稚園改修事業
工事内容の変更による工事費の増及び工事監

理委託を追加するため。
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